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食鳥肉販売業の振興指針   

食鳥肉販売業は、食品衛生法等の衛生規制を遵守することが基本であり、新たな衛生等  

の課題への対応など常に衛生水準の向上を図らなければならない。一方、より高い消費者  

の利便への対応などの経営上の課題への取組が求められるが、家族経営の小売店が多く、  

個々の営業者による取組だけでは、十分な対策が講じられなかったり、成果を得るまでに  

時間を要する面がある。このため、生活衛生同業組合（生活衛生同業小組合を含む。以下  

「組合」という。）及び全国生活衛生同業組合連合会（以下「連合会」という。）が実施  

する共同事業や研修事業、都道府県生活衛生指導センター等が実施する経営相談、国民生  

活金融公庫による融資等により、各営業者の自主的な取組を支援し、公衆衛生の向上の計  

画的な推進を図ることが必要である。   

本指針は、現在、食鳥肉販売業が抱えている諸課題を克服し、専門店としての独自性を  

発揮できるよう、営業の振興を計画的に図り、もって公衆衛生の向上と消費者の利益の擁  

護に資することを目的として、定めるものである。営業者及び組合においては、本指針を  

踏まえ、行政等と連携を図りつつ、経営の改善等に積極的に取り組み、国民生活の向上に  

貢献することが期待される。   



第… 営業の振興の目標に関する事項  

一、食鳥肉販売業を取り巻く環境   

食鳥肉販売業は、主に地域の商店街における食鳥肉の小売専門店として、家庭の食卓  

に欠かせない食材を新鮮かつ身近に提供することにより、国民生活の向上に貢献してき  

た。   

しかし、近年、長引く景気の低迷に加え、スーパーマーケットの展開や低価格販売店  

の増加、国民の生活様式の変化による外食需要の増加等に伴い、食鳥肉販売業を取り巻  

く経営環境は、大変厳しい状況にある。また、食品の安全性や信頼性に対する国民の関  

心が大変高まっており、食鳥肉販売業においても、消費者に対して納得と安心感を提供  

することが大きな経営課題となっている。  

二、今後五年間（平成十九年度末まで）における営業の振興の目標   

食鳥肉販売業の多くは、店頭において生肉や焼鳥等の加工食品を販売しているため、  

微生物の汚染を受けやすく、食中毒等食品衛生上の問題が起こりやすい環境にある。こ  

れらの衛生上の危険を防止し、消費者に対して安全で良質な商品を提供することは営業  

者の責務である。   

一方、食鳥肉は、国民の食卓に欠かせない食材であるが、処理後、熟成が終わるまで  

の時間が短いことが特徴であり、「朝びき」（食鳥を早朝にと殺してその日のうちに販  

売すること）という言葉に象徴されるように、他の生鮮食材と比較し、鮮度の管理を最  

大の特徴とする食材といえる。この点に着目すれば、他店よりも新鮮で良質な商品を提  

供するなど、専門店としての独自性を発揮することにより、小売で対面販売している食  

鳥肉販売業が、今後とも国民生活の向上に貢献する余地は大きい。   

また、最近は、産地、種類、加工方法等商品の品質表示に対する消費者の関心も高ま  

っており、従来よりも増して正確かつ詳細な情報提供を行うことが求められている。   

各営業者は、これらを十分に認識し、衛生水準の向上、鮮度の管理の徹底、顧客に対  

する情報提供等に積極的に取り組むことにより、専門店としての独自性を発揮し、食鳥  

肉に対する消費者の理解と信頼の向上を図ることを目標とする。  

第二 食鳥肉販売業の振興の目標を達成するために必要な事項  

一、営業者が取り組むべき事項  

（－）衛生水準の向上に関する事項  

（イ）日常の衛生管理に関する事項  

営業者は、食品衛生法等の関係法令を遵守することが基本であるが、これに加  

えて、衛生水準の一層の向上を図るため、食品衛生に関する専門的な知識を深め、  

食品衛生責任者の活用、加工機器、容器等の衛生管理の改善に取り組むことが必  

要である。また、自ら衛生管理に関する模範を示すとともに、従業者の健康管理  

に十分留意し、従業者に対する衛生教育の徹底及び指導監督に当たることが必要  

である。  

そして、これらの取組を消費者に分かりやすく伝えることが、消費者の信頼を  

得るために最も大切なことである。  

（ロ）施設・設備の改善に関する事項  

各営業者は、日常の衛生的管理の取組に加えて、定期的かつ適切に自店の施設   



・設備の改善に取り組むことが必要である。  

特に、対面販売している食鳥肉小売店の多くは、焼鳥を加工食材の主力商品と   

しており、商品の受渡し場の近くで調理して顧客に提供する営業形態を特徴とし   

ている。このため、商品の受渡し場は、食中毒の発生を防止する等の観点から、   

常に衛生上の注意が必要であり、これに関係する設備については、できれば三年   

から四年に一度は見直しを行うなど、定期的かつ積極的に改善に取り組むことが   

重要である。  

また、食鳥肉は、鮮度の管理を徹底することが大変重要であるので、冷蔵設備、   

加工機器、容器等の鮮度の管理に必要な設備の改善に取り組むことが必要である。  

（二）経営課題への対処に関する事項  

経営課題への対処については、営業者の自立的な取組が前提であるが、消費者   

に良質な食材を提供し、国民生活の向上に貢献する観点から、営業者においては、   

以下に掲げる事項を念頭に置き、経営の改善に積極的に取り組むことが期待され   

る。  

（イ）経営方針の明確化  

小売店は多様なし好を持つ個人を顧客としていることを念頭に置き、立地条件、   

客層、商品の特色、技術力等自店の経営上の特質を十分把握した上で、自店がど   

のような客層を対象にどのような商品を重点的に提供するのかという経営方針を   

明確化することが重要である。  

（ロ）鳥肉専門店としての独自性の発揮  

食鳥肉は、鮮度の管理を最大の特徴とする食材である。食鳥肉の小売店が経営   

の安定を図るためには、一般店よりも新鮮で良質な食材を提供するとともに、こ   

れを顧客に理解してもらうことにより、専門店としての独自性を発揮することが   

不可欠である。  

（ハ）消費者に対する情報提供の推進  

食品の安全性や信頼性に対する消費者の関心の高まりを踏まえ、営業者は、商   

品の品目、産地、飼育者、飼育方法、処理日時、加工方法等に関する情報提供を   

積極的に行うとともに、商品の表示・展示方法や包装方法の工夫に取り組むこと   

により、消費者の選択の利便を図り、消費者に納得と安心感を提供することに努   

める。また、消費者からの商品に関する疑問や苦情に的確に対応することにより、   

消費者の信頼を確立することに努める。  

（二）家族経営や対面販売の利点の発揮  

家族経営の店は、店主を中心に勤勉な家族従業員に支えられており、経営に関   

する問題意識を従業員の間で共有しやすく、地域に密着した長期的視点に立った   

経営がしやすい。また、対面販売は、経営者自らが顧客の要望を把握することが   

可能であり、顧客の要望に対して、柔軟かつ速やかに対応することもできる。家   

族経営や対面販売を特徴とする店は、このような大型店とは異なる利点を有して   

いるので、これを十分に発揮することが重要である。  

（ホ）後継者の確保、経営の近代化  

近年、家族経営の店を中心に、後継者の確保が深刻な問題となっているが、子   

どもの職業選択や相続など家族における私的な問題も関係しており、個々の営業   

者が自立的に問題の解決に取り組むことが重要である。後継者の確保については、   

後継者に経営の知識を伝えることを通じて、業に対する興味や販売促進の意欲を   



かき立てるとともに、若い人材を活用することで新たな経営手法を開拓するとい  

った積極的な考え方に立っことが必要である。このような事業承継に際して、自  

店の経営の合理化、施設・設備のリニューアル、経営形態の見直し等の経営近代  

化方策と一体的に捉えることが重要である。   

（へ）経営診断の活用  

家族経営の店では特に経営者や従業員が変わることがほとんどないため、経  

営手法が固定的になりやすく、新たな経営課題が発生した場合に、経営の改善に  

取り組むことが難しい面がある。このため、営業者においては、都道府県生活衛  

生営業指導センター等の経営指導機関の経営診断を積極的に活用することが望ま  

れる。  

二、営業者に対する支援に関する事項   

（一）組合及び連合会による営業者の支援  

組合及び連合会においては、営業者における自立的な経営改善の取組を支援するた  

め、都道府県生活衛生営業指導センター等の関係機関との連携を密にし、以下に掲げ  

るような取組に努めるものとする。  

（イ）衛生水準の向上のための技術、知識及び意識の向上に関する事項  

衛生管理を徹底するための研修会及び講習会の開催、パンフレットの作成等に  

よる衛生管理に関する営業者に対する普及啓発、商品の品質を保持するために必  

要な新技術の研究、ポスター等による消費者に対する広報の推進  

（ロ）施設・設備の改善に関する事項  

衛生水準の向上、経営管理の近代化、消費者の利益の増進等に対応するための  

施設・設備の改善の推進  

（ハ）消費者の利益の増進、商品の提供方法に関する事項  

商品の適正表示や苦情処理の方法など商品の提供に関するマニュアルの作成及  

び普及啓発、消費者の利便や信頼性の向上のために必要な生産者や生産地等に関  

する情報の収集及び提供、消費者調査等に基づく消費者のし好の的確な把握  

（ニ）経営管理の近代化、合理化に関する事項  

先駆的な経営事例等経営管理の近代化に必要な情報、地域的な経営環境条件に  

関する情報及び食鳥肉販売業の将来の展望に関するデータの収集及び整理、営業  

者に対するこれらの情報の提供  

（ホ）営業者及び従業者の技能の改善向上に関する事項  

基礎的な諸技術に関する研修会及び講習会、技能コンテストの開催等教育研修  

制度の充実強化  

（へ）事業の共同化、協業化、連鎖化に関する事項  

事業の共同化、協業化、連鎖化の企画立案及び実施に係る指導  

（ト）仕入れ方法の工夫、取引関係の改善に関する事項  

新鮮な食材を消費者に提供するために必要な処理加工業者等との連携の強化、  

共同購入等取引面の共同化の推進、処理加工業者等との取引条件の合理的改善  

（チ）従業者の福祉の充実に関する事項  

従業者の労働条件整備や健康管理充実のための支援、組合員等の大多数の利用  

に資する福利厚生の充実、共済制度（退職金、生命保険等）の整備・強化  

（リ）事業の承継、後継者支援に関する事項  

事業の円滑な承継に関するケーススタディや成功事例等の経営知識の情報提供   



の促進  

（二）行政施策及び政策金融による営業者の支援、消費者の信頼性の向上   

都道府県生活衛生指導センターにおいては、組合との連携を密にし、営業者に対す  

る経営改善のための具体的指導・助言等の支援、並びに的確な苦情処理等を通じた消  

費者の信頼性の向上に積極的に取り組むものとする。また、全国生活衛生営業指導セ  

ンターにおいては、これらの都道府県指導センターの取組を推進するため、営業者の  

経営改善の取組に役立つデータの収集・整備や営業者への情報提供、苦情処理マニュ  

アルの作成等に積極的に取り組むものとする。   

国、都道府県等においては、食鳥肉に対する消費者の信頼性の向上及び営業の健全  

な振興を図る観点から、食品衛生法等関係法令の施行業務等を通じ、営業者に対し、  

食品衛生に関する監視指導、情報の提供その他支援措置に努めるものとする。   

国民生活金融公庫においては、食鳥肉販売業の営業者が行う施設・設備の改善等の  

取組について、生活衛生貸付による融資の実施等必要な支援に努めるものとする。  

第三 営業の振興に際し配慮すべき事項   

一、環境の保全、リサイクル対策の推進  

食鳥肉販売業は、仕入れた食鳥肉を店内で解体・調理するため、食品廃棄物が発生  

しやすいが、家族経営の小売店が大部分であるため、営業者が取り組む環境の保全や   

リサイクル対策については、組合等が積極的に支援する必要がある。また、これら対  

策は、住民の生活環境に身近な問題であり、個々の営業者だけでなく、組合、地域の  

自治体や自治会が関与しながら、消費者も含めて地域全体で取り組むことにより、効  

果的で効率的な取組が可能となる。  

このため、組合及び連合会においては、地域の自治体等と連携しながら、食鳥肉販  

売業における食品資源、容器、包装等を再生利用するための体系を構築するとともに、  

業種を越えた組合間で相互に協力したり、組合加入者以外の営業者にも参加を促すな  

どの普及啓発を行い、食鳥肉販売業における環境の保全の取組を推進する。  

これらの取組を通じて、食鳥肉販売業の営業者においては、食品循環資源の再生利  

用等の実施率を平成十八年度までに二十パーセントに向上させるよう、食品循環資源  

の再生利用、食品廃棄物の発生の抑制及び減量に努めるものとする。また、国民生活  

金融公庫においては、これら営業者の取組に対して、生活衛生貸付による融資の実施  

等必要な支援に努めるものとする。   

二、少子高齢化社会への対応  

食鳥肉販売業は、商店街の小売店が大部分であり 、地域に密着した業態であるとい  

える。営業 者においては、長年の顧客を大切にし、足腰の弱い高齢者でも気軽に立  

ち寄れるようバリアフリー対策に積極的に取り組むとともに、高齢者が調理しやすい  

等の工夫をした食材の提供や調理方法のPR、他の生活衛生関係営業者と連携した加  

工食材の配食サービスなど、少子高齢化社会における幅広い取組が期待される。  

また、組合及び連合会においては、例えば、高齢者等の利便性を考慮した店舗の設  

計やサービスの提供等について研究を行うことにより、営業者の取組を支援すること  

が重要である。国民生活金融公庫においては、これら営業者の取組に対して、生活衛  

生貸付による融資の実施等必要な支援に努めるものとする。   

三、地域との共生  

食鳥肉販売業は、主に地域の商店街において、食卓に欠かせない食材を新鮮かつ身   



近に販売しており、地元の商店街の一員として、また、地域住民の憩いやつながりの  

場として期待される役割が大きい。このため、営業者においては、地域における街づ  

くりに積極的に参加し、地域と共生していくことが期待される。   

また、組合及び連合会においても、業種を越えて相互に協力を推進し、地域におけ  

る特色のある取組を支援することが期待される。   



018年度生活衛生関係営業施設数（平成19年3月末現在）  

区分   施設数   構成割合   

総数   2，588，045   100．0   

興行場   4，991   0．2   

旅館業   86，753   3．4   

公衆浴場   28，712   1．1   

理容所   137，072   5．3   

美容所   217，247   8．4   

クリーニング営業   143．657   5．6   

飲食店営業   1，519，985   58．7   

喫茶店営業   297，184   11．5  

氷雪販売業   2，679   0．1  

○生活衛生関係営業施設数の推移  

区  分  10年度  11年度  12年度  13年度  14年度  15年度  16年度  17年度  18年度   

総  数  2，549．560  2，567．847  2，618．565  2，617，007  2，604，773  2，590，794  2．570，853  2，568，310  2，588，045   

食肉販売業  171，734  170．922  169，766  165，101  159，919  155．791  152．317  150，397  149．765   

そ  の  他  2，377，826  2－396，925  2，448，799  2，451，906  2，444．854  2，435，003  2，418，536  2．417，913  2，438．280   

○生活衛生関係営業施設数の構成割合推移  

区  分  10年度  11年度  12年度  13年度  14年度  15年度  16年度  17年度  18年度   

総  数   100．0   100．0   100．0   100．0   100．0   100．0   100．0   100．0   100．0   

6．74   6．66   6．48   6．31   6．14   6．01   5．92   5．86   5．79   食肉販売業  

そ  の  他   93，26   93．34   93．52   93．69   93．86   93．99   94．08   94．14   94．21   

資料：厚生労働省統計情報部「衛生行政報告例」  



食肉販売業  施設数  対前年 伸び   
率   

昭和50年   165，557  

昭和55年   199，224  20．3   

昭和60年   202，844  1、8   

昭和61年   202，451  －0．2   

昭和62年   202，柑7  －0．1   

昭和63年   200．643  －0＿8   

平成元年   198，595  －1．0   

平成2年   194，374  －2．1   

平成3年   190，162  －2．2   

平成4年   186，986  －1．7   

平成5年   185，162  －1．0   

平成6年   183，422  －0．9   

平成7年   181，184  －1．2   

平成8年   179，810  －0．8   

平成9年度   174．403  －3．0   

平成10年度   171，734  －1．5   

平成11年度   170，922  －0．5   

平成12年度   169，766  －0．7   

平成13年度   165，101  －2．7   

平成14年度   159，919  

平成15年度   155，791  

平成16年度   152－317  －2＿2   

平成17年度   150，397  －1．3   

平成18年度   149，765  －0．4   

（注）平成8年までは各年12月末現在、平成9年度以降は翌年3月末現在の数字である。  
資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「衛生行政報告例」   



都道府県（指定都市、中核市）別生活衛生関係営業施設数  

区分   
食肉販売業  

18年3月末  19年3月末  対前年比  組合（鳥）  組合（肉）   

全  国  150，397  149，765   99．6   18   44   

北 海 道   7，550   7，411   98．2  ○   

森   2，382   2．314   97．1  ○   

岩  手   2，111   2，076   98．3  ●   

宮  城   3，378   3，317   98．2  ○   

秋  田   2，019   1，957   96．9  ○   

山  形   1，761   1，748   99．3  ○   

福  島   3，197   3，163   98．9  ○   

茨  城   4，005   3，852   96．2  ●   

栃   木   2，552   2，486   97．4   ○   ○   

群  馬   2，800   2，747   98．1  ○   

埼  玉   6，332   6．275   99．1   ●   ○   

千  葉   6，060   5，876   97．0  ●   

東  京   13，603   13，884   102．1   ●   ○   

神 奈 川   7，348   7，358   100．1   ○   ○   

新  潟   3，340   3，237   96．9  ○   

富  山   1，161   1，104   95．1  

石  Jl   1，346   1，315   97．7  

福  井   1．164   1，105   94．9  ○   

山  梨   1，435   1，372   95．6  ○   

長  野   3，012   2．896   96．1  ○   

岐  阜   2，763   2，683   97．1   ○   ○   

静  岡   3，682   3，602   97．8   ○   ○   

愛  知   7，352   7，144   97．2   ○   ○   

重   2，302   2，216   96．3  ○   

滋  賀   1．703   1，711   100．5  ○   

都   2，806   4，247   151．4   ○   ●   

大  阪   8，107   8，152   100．6   ●   ○   

兵  庫   5，337   5，308   99．5   ●   ●   

奈  良   1，464   1，457   99．5  ○   

和 歌 山   1．388   1，368   98．6  ○   

鳥  取   799   808   101．1  ○   

島  根   1，389   1，323   95．2  ○   

岡  山   2，931   2，899   98．9   ●   ●   

広  島   3，834   3，821   99．7   ●   ○   

山  口   2，019   1，982   98．2  ○   

徳  島   1，010   982   97．2   ○   ○   

香   Jl   1，270   1，171   92．2   ●   ●   

愛  媛   2，001   1．897   94．8   ●   ●   

高  知   1，187   1，155   97．3   ○   ○   

福  岡   5，290   5，352   101．2   ○   ○   

佐  賀   1，128   1，177   104．3  ○   

長  崎   2，279   2，216   97．2  ●   

熊  本   3，048   3，082   101．1  ○   

大  分   1，503   1，459   97．1  ●   

宮  崎   1，947   1，912   98．2   ○   ○   

鹿 児 島   3，501   3，414   97．5  ○   

沖  縄   1，801   1，734   96．3  

食肉販売業   

区分  18年3月末  19年3月末  対前年比   

札  幌  1，722   1，733   100．6   

仙  台  1，228   1，231   100．2   

さいたま   958   968   101．0   

千  葉   837   829   99．0   

横  浜  2，723   2，763   101．5   

川  崎  1，147   1，154   100．6   

静  岡   639   625   97．8   

名 古 屋  2，527   2，424   95．9   

都  1，448   1，441   99．5   

大‾ 阪   3．097   3，130   101．1   

堺  669  

神  戸  1，375   1，387   100．9   

広  島  1，206   1，207   100．1   

北 九 州   973   977   100．4   

岡  1，434   1，452   101．3   

旭  川   346   353   102．0   

函  館   411   412   100，2   

森   408   355   87．0   

秋  田   492   406   82．5   

郡  山   452   496   109．7   

い わ き   532   441   82．9   

宇 都 宮   277   524   189．2   

川  越   510   276   54．1   

船  橋   365   497   136．2   

横 須 賀   574   360   62．7   

相 模 原   868   591   68．1   

新  潟   417   851   204．1   

富  山   432   404   93．5   

金  沢   398   428   107．5   

長  野   477   388   81．3   

岐  阜   775   457   59．0   

浜  松   388   777   200．3   

豊  橋   437   376   86．0   

豊  田   365   432   118．4   

岡  崎   695   346   49．8   

高  槻   230   236   102．6   

東 大 阪   475   461   97．1   

姫  路   546   529   96．9   

奈  良   316   305   96．5   

和 歌 山   363   359   98．9   

岡  山   786   831   105．7   

倉  敷   500   496   99．2   

福  山   533   535   100．4   

下  関   320   309   96．6   

松   429   405   94．4   

松  山   407   407   100．0   

知   288   282   97．9   

長  崎   491   497   101．2   

熊  本   692   701   101．3   

大  399   399   100．0   

宮  崎   454   460   101．3   

鹿 児 島   699   715   102．3  

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部  
組合の●は出資、○は非出資、無印は組合なし（平成18年11月末現在）  




